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地方自治 名前

問1 地方自治において、住民が新しい決まりを作るよう求める「条例の制定・改廃請求」を行うための要件と請求先について説明した次の文章のう
ち、正しいものはどれですか。例えば、有権者数が24万人である都市の場合、その50分の1にあたる4,800人以上の署名を集める必要がありま
す。 （2023年 岐阜県公立入試 類似）

1. 有権者の3分の1以上の署名を集め
、監査委員に対して請求する

2. 有権者の3分の1以上の署名を集め
、選挙管理委員会に対して請求する

3. 有権者の50分の1以上の署名を集
め、地方公共団体の首長に対して請
求する

4. 有権者の50分の1以上の署名を集
め、地方議会の議長に対して請求す
る

問2 地方公共団体の歳入のうち、義務教育や道路建設、社会福祉などの特定の事業を奨励したり、経済的支援を行ったりすることを目的に、国から
使い道を指定して交付される資金を何といいますか。 （2026年 山口県公立入試 類似）

1. 国庫支出金 2. 地方債 3. 地方交付税交付金 4. 地方譲与税

問3 1990年代の新潟県巻町における原子力発電所建設の是非や、滋賀県永源寺町での市町村合併、さらに近年の大阪市における特別区設置の検討な
ど、地域の将来を左右する重要な課題に対して、住民が直接投票を行うことで自らの意思を表明する制度を何といいますか。 （2023年 三重県公立入試

類似）

1. 住民投票 2. 条例の制定・改廃請求 3. 最高裁判所裁判官の国民審査 4. 地方公共団体の議会の解散請求

問4 有権者の署名を集めて条例の制定・改廃の請求が首長（知事や市町村長）に対して行われた場合、その後の手続きとして適切に説明されている
ものはどれですか。 （2017年 大分県公立入試 類似）

1. 首長は請求を受けた内容について
、必ず住民投票を実施してその賛否
を問わなければならない。

2. 首長は請求を受理した後、必ず自
分の意見を付けて地方議会に付議し
なければならない。

3. 首長は請求内容を精査し、不適切
だと判断した場合は議会に報告せず
に却下することができる。

4. 首長がその内容を認めれば、議会
の議決を経ることなく直ちに新しい
条例として施行される。

問5 地方自治における直接請求権のうち、請求の提出先が「選挙管理委員会」であるものの組み合わせとして正しいものはどれですか。 （2025年

熊本県公立入試 類似）

1. 監査の請求・役員の解職請求 2. 議会の解散請求・首長（地方公共
団体の長）の解職請求

3. 条例の制定の請求・監査の請求 4. 条例の制定の請求・条例の改廃の
請求

問6 わが国の政治制度には、国民が選んだ国会から内閣が構成される国政の仕組みと、住民が二つの独立した機関を直接選ぶ地方自治の仕組みがあ
ります。地方自治において、住民の選挙によって選ばれた議員で構成される地方議会が持つ役割や権限の説明として、最もふさわしいものを選
びなさい。 （2022年 香川県公立入試 類似）

1. 国会議員の中から内閣総理大臣を
指名し、国の行政運営を監督する。

2. その自治体の仕事の決まりとなる
条例を制定したり、予算を審議・議
決したりする。

3. 住民の直接請求に基づき、地方公
共団体の長を解任する権利を行使す
る。

4. 法律の範囲内で最高裁判所規則を
制定し、下級裁判所の運営を管理す
る。

問7 現代社会において、災害支援や環境保護など、公共の利益を目的として活動する「非営利組織」のことを何と呼びますか。ボランティア活動と
も深く関わりながら、住民が主体となって社会的な課題を解決する組織の名称を答えなさい。 （2021年 岐阜県公立入試 類似）

1. 公企業 2. NPO 3. 株式会社 4. NGO

問8 日本の地方自治において、有権者である住民が「地方公共団体の長（知事や市町村長）」と、その自治体の意思決定を行う「議決機関」の双方
を、それぞれ直接選挙で選ぶ仕組みを二元代表制と呼びます。この仕組みにおいて、予算の議決や、その地域独自のルールである条例の制定な
どを行う、住民から選ばれた議員で構成される立法機関の名称として、最も適切なものを選びなさい。 （2022年 香川県公立入試 類似）

1. 地方議会 2. 国会 3. 教育委員会 4. 内閣

問9 地方公共団体の活動についてまとめた資料の中に、「地域独自の法によって文化財を保護している」という事例がありました。このように、地
域の実情に合わせて文化財の保護などを目的として、地方公共団体の議会が制定するものの名称として適切なものを選びなさい。 （2016年

長野県公立入試 類似）

1. 閣議決定 2. 法律 3. 条約 4. 条例

問10 日本の選挙制度をまとめた資料において、衆議院議員や地方議会議員に立候補できる年齢と、都道府県知事や参議院議員に立候補できる年齢に
は違いがあります。市町村長や地方議会議員の被選挙権として定められている年齢の説明として正しいものはどれですか。 （2023年 和歌山県公立入試

類似）

1. 選挙権と同じ満18歳以上であれば
立候補できる。

2. 衆議院議員と同じ満25歳以上であ
れば立候補できる。

3. 都道府県知事と同じ満30歳以上で
なければ立候補できない。

4. かつての成人年齢と同じ満20歳以
上であれば立候補できる。

問11 地方自治において、住民が地方公共団体の条例を新しく作ったり、内容を変更したりすることを求める「条例の制定・改廃の請求」を行うため
の手続きとして正しい説明はどれですか。 （2017年 大分県公立入試 類似）

1. 有権者の3分の1以上の署名を集め
、その地方公共団体の選挙管理委員
会に対して請求する。

2. 有権者の3分の1以上の署名を集め
、その地方公共団体の首長（知事や
市町村長）に対して請求する。

3. 有権者の50分の1以上の署名を集
め、その地方公共団体の首長（知事
や市町村長）に対して請求する。

4. 有権者の50分の1以上の署名を集
め、その地方公共団体の監査委員に
対して請求する。

問12 イギリスの政治学者ブライスは、地方自治が住民にとって身近な政治課題に自ら参加し、民主主義の仕組みを学ぶ場であることを指して、ある
言葉で表現しました。その表現として適切なものはどれですか。 （2024年 滋賀県公立入試 類似）

1. 民主主義の学校 2. 社会契約の原点 3. 三権分立の要 4. 法の支配の根幹

問13 地方財政における国庫支出金の性質と、それが地方自治に与える影響について述べた文として、最も適切なものはどれですか。 （2016年

兵庫県公立入試 類似）

1. 地方公共団体の自主財源の代表的
なものであり、地域住民の意向を反
映した独自の施策に最も活用しやす
い。

2. 国が特定の事業を指定して交付す
るため、地方の事務に対して国のコ
ントロールや関与が及びやすくなる
。

3. 地方公共団体間の財源の不均衡を
是正するために、国が使い道を制限
せずに不足分を補填する。

4. 公共施設の建設などのために、地
方公共団体が国や金融機関から一時
的に借り入れる借金である。


